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調査概要

１．調査目的：春季労使交渉・協議の結果や、人事・労務に関するトップ・マネ
ジメントの意識・意見などを調査するため、1969年から毎年実施
している。
本調査結果は、主に「経営労働政策特別委員会報告」（経労委報
告）の重要な参考資料として活用している。

２．調査対象：経団連会員企業（計1,512社）の労務担当役員等

３．調査時期：2022年９～11月

４．集計状況：回答社数387社（回答率25.6％）
このうち集計可能な374社を対象とした。
＜内訳＞
産業別：製造業178社（47.6％）、非製造業196社（52.4％）
規模別：従業員500人以上320社（85.6％）、500人未満54社（14.4％）
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労働組合の有無
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従業員の過半数で

構成する労働組合

のみがある
63.6%

従業員の半数以下で構成する

労働組合のみがある
8.3%

従業員の過半数で構成する

労働組合と半数以下で構成する

労働組合の双方がある
2.9%

企業内労働組合

はない
24.1%

無回答
1.1%

n=374



Ⅰ．労使交渉・協議等における議論と結果

１．2022年春季労使交渉・協議の実施の有無
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行った

70.4%

行わなかったが、

春季以外に行った・行う予定

1.6%

行わなかった

28.0%

n=371



２．（１）月例賃金について
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(a) 2022年春季労使交渉における労働組合等の要求項目
（複数回答/あてはまるものすべて）

※「その他」の回答としては、「特別一時金の支給」「定年の引上げ」「テレワーク勤務制度の拡充」などがあった



2.6%

7.5%

32.3%

4.4%

3.3%

1.9%

6.1%

90.1%

27.0%

38.5%

33.3%

46.7%

35.9%

60.4%

57.6%

7.3%

65.4%

29.2%

62.2%

100.0%

50.0%

64.1%

37.7%

36.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定期昇給の実施、賃金体系の維持

（制度昇給の確認を含む）

基本給のベースアップ

（一律配分のほか、重点配分などを含む）

初任給の引上げ

諸手当の増額

割増賃金率の引上げ

有期雇用社員・パートタイム社員等の

処遇改善（賃金引上げ等）

定年後の継続雇用社員の

処遇改善（賃金引上げ等）

企業内最低賃金の締結・引上げ

その他

要求を上回る

要求通り

要求を下回る
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(b) 労働組合等の要求項目に対する回答状況

(n=162)

(n=174)

(n=69)

(n=51)

(n=6)

(n=31)

(n=44)

(n=57)

(n=39)

※「その他」の回答としては、「特別一時金の支給」「定年の引上げ」「テレワーク勤務制度の拡充」などがあった
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(c) 労働組合等の要求と関係なく、会社施策として実施を決定した項目
（複数回答/あてはまるものすべて）



２．（２）2022年の賃金改定にあたって、特に考慮した要素（複数回答/２つ）
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※「その他」の回答としては、「従業員のチャレンジの後押し」「社会的要請」などがあった



２．（３）ベースアップを実施した年度（複数回答/あてはまるものすべて）
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44.5%

53.8%

46.4%

35.7%

30.8%

32.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

2017年度

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

2017年度～21年度に

ベースアップは実施していない

n=364



２．（４）最近の物価上昇への対応状況（複数回答/あてはまるものすべて）
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77.2%

11.9%

29.7%

9.9%

11.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ベースアップ

手当（毎月支給）の新設・増額

賞与・一時金（ボーナス）

支給時に加算

一時金（ボーナス以外）の支給

その他

n=101

２．（５）最近の物価上昇への具体的な対応方法（複数回答/あてはまるものすべて）
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※（４）で「対応済」「今後対応する予定」と回答した企業が対象



３．（１）2022年度の賞与・一時金の金額（組合員平均）
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(a) 前年度実績との比較 (b) 労働組合の要求との比較

※都度交渉で決定している場合は、夏季について回答
※春季労使交渉・協議を行わなかった企業は（a）のみ回答

増額

62.7%

ほぼ同額

26.2%

減額

11.2%

n=367

要求を上回る

4.8%

要求通り

25.9%

要求を下回る

26.5%

交渉による決定

ではない（業績

連動方式など）
42.8%

n=332



とり入れている
58.2%

とり入れていない
41.8%

n=368

15.1%

4.2%

59.0%

28.3%

24.1%

0% 20% 40% 60% 80%

生産高、売上高を基準とする

付加価値を基準とする

営業利益を基準とする

経常利益を基準とする

その他

n=212

３．（２）賞与総額（原資）の決定方法
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(a) 業績連動方式の導入有無 (b) 具体的な基準
（複数回答/あてはまるものすべて）

※(a)で「とり入れている」と回答した企業が対象
※「その他」の回答としては、「当期純利益」「ＲＯＩＣ」
「個人の業務評価」などがあった



４．有期雇用社員・パートタイム社員等の処遇改善
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（１）昇給制度

(a) 導入状況 (b) 2022年度実施状況
（年度内実施予定を含む）

※(a)で「導入している」「導入を検討している」
と回答した企業が対象
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（２）賞与・一時金制度

(a) 導入状況 (b) 2022年度実施状況
（年度内実施予定を含む）

※(a)で「導入している」「導入を検討している」
と回答した企業が対象
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（３）退職金制度（退職慰労金含む）

(a) 導入状況 (b) 2022年度実施状況
（年度内実施予定を含む）

※(a)で「導入している」「導入を検討している」
と回答した企業が対象



５．（１）賃金以外で、労働組合等と議論した項目
（複数回答/あてはまるものすべて）
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※「その他」の回答としては、春季労使交渉では「住宅支援制度の拡充」「ボランティア休暇（有給）の新設」など、春季労使交渉以外
では「時差出勤制度の導入」「社内公募制度の導入」などがあった



５．（２）賃金以外で、最も重視した項目
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※「その他」の回答としては、春季労使交渉では「昇格制度の見直し」「短時間勤務制度の拡充」など、春季労使交渉以外では
「海外赴任者の処遇改善」「時間単位年休の導入」などがあった

10.0%

4.7%

0.0%

4.1%

1.2%

7.1%

0.0%

0.0%
11.8%

12.4%

0.0%

1.8%
1.2%

1.2%

0.6%

5.9%

3.5%

7.1%

1.8%

1.8%
24.1% 14.5%

3.3%

3.3%

5.3%

4.3%

3.3%

4.3%

0.7%

1.3%

0.7%

0.0%

11.2%

7.6%

0.7%

2.3%

7.9%

0.7%

2.0%

0.7%

3.0%

23.1%

「22年春季労使交渉」で労働組合等と議論した項目(n＝170)

「春季労使交渉以外」の場で労働組合等と議論した項目（直近１年間程度）(n＝303)

0% 15% 30%30% 15% 0%

時間外労働の削減

年次有給休暇の取得促進

裁量労働制の導入・見直し

フレックスタイム制の導入・見直し

勤務間インターバル制度の導入・拡充

テレワーク（在宅勤務制度やサテライトオフィスなど）の導入・拡充

副業・兼業制度の導入・拡充

オフィス環境の改善（フリーアドレス制、バリアフリー設備の導入など）

労働生産性の向上策（業務遂行方法の見直しやデジタル化の推進等）

育児関連施策の拡充

介護関連施策の拡充

治療と仕事の両立支援施策の導入・拡充

退職一時金・年金制度の見直し

法定外福利費の見直し（費用総額、福利厚生施設など）

定年延長・廃止

定年後継続雇用社員の処遇改善

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進策（多様な人材の活躍支援）

人材育成施策の拡充（自己啓発・能力開発の支援など）

社員の健康保持・増進策（メンタルヘルス対策、健康づくりへの支援・助成など）

社内外のハラスメント対策の拡充

その他



26.2%

11.0%

3.5%

4.1%

2.0%

12.8%

8.1%

2.9%

39.5%

5.8%

3.8%

3.2%

4.9%

2.6%

13.4%

12.8%

38.7%

36.6%

27.0%

3.2%

10.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

n=344

５．（３）賃金以外で、今後、重視したい項目（複数回答/３つまで）
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時間外労働の削減

年次有給休暇の取得促進

裁量労働制の導入・見直し

フレックスタイム制の導入・見直し

勤務間インターバル制度の導入・拡充

テレワーク（在宅勤務制度やサテライトオフィスなど）の導入・拡充

副業・兼業制度の導入・拡充

オフィス環境の改善
（フリーアドレス制、バリアフリー設備の導入など）

労働生産性の向上策
（業務遂行方法の見直しやデジタル化の推進等）

育児関連施策の拡充

介護関連施策の拡充

治療と仕事の両立支援施策の導入・拡充

退職一時金・年金制度の見直し

法定外福利費の見直し
（費用総額、福利厚生施設など）

定年延長・廃止

定年後継続雇用社員の処遇改善

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進策
（多様な人材の活躍支援）

人材育成施策の拡充
（自己啓発・能力開発の支援など）

社員の健康保持・増進策
（メンタルヘルス対策、健康づくりへの支援・助成など）

社内外のハラスメント対策の拡充

その他



経営トップの働き方改革に関するメッセージ
（効率的な業務遂行の奨励等）

長時間労働となっている職場へのフォロー
（経営会議等での労働時間データの公表と課題のある部署への指導、部署ごとの要因分析、再発防止策の検討等）

人員の増強による一人当たりの負荷の低減

ＩＣＴ、ＲＰＡ、ＡＩ等を活用した業務効率化

業務フローの見直し、業務効率化のマネジメント
（不要な業務の削減、社内手続き／提出書類の簡素化、部下の進捗状況の把握・優先順位の指示等）

社員の多能工化

社員の職務範囲の明確化
（急な担当外業務の対応により長時間労働となることの防止）

柔軟な労働時間制度の活用
（フレックスタイム制、変形労働時間制、裁量労働制等）

残業の事前申請制

出退社時刻のルール化
（原則20時以降の残業禁止／勤務間インターバル制度の運用等）

年休取得施策の実施
（年休取得奨励日の設定、年休の計画的付与制度の活用等）

人事考課制度の見直し
（効率的に業務遂行したことの評価、賃金における成果主義的要素の拡大等）

取引先（民間、官公庁）に対する長時間労働につながる商慣行の見直し（要請）

その他

（(a)への回答の場合）特に取組みは行っていない
（(c)への回答の場合）今後新たに行う予定の取組みはない

Ⅱ．働き方改革
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６．「働き方改革フェーズⅠ」に関する取組み
（(a)(c)複数回答/あてはまるものすべて (b)複数回答/３つまで）

※本調査において「働き方改革フェーズⅠ」は「長時間労働削減や年休取得促進等、労働投入量の効率化などによる生産性向上の取組み」と定義
※「その他」の回答としては、実施している取組みでは「会議ルールとガイドの発信」「深夜時間のＰＣ利用制限」など、効果が高い取組みでは
「ＰＣログの管理」「勤務状況の評価反映」など、検討中の取り組みでは「フリーアドレスの導入」などがあった



７．「働き方改革フェーズⅠ」の取組み成果
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※具体的な取組み内容については「時間外労働削減に対するインセンティブ制度の導入により、月平均の時間外労働時間が2018年度と比較し
て10時間減少した」「各職場で創意工夫した業務プロセス改善や効率的な会議のやり方などの先行事例をベストプラクティスとしてグルー
プ内で共有している」などがあった

14.2%

17.6%

60.6%

58.1%

24.7%

24.1%

0.5%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(a)全社員の労働時間の削減

(n=373)

(b)長時間労働勤務者の削減

(n=370)

明確に成果が得られている 一定の成果は得られている

あまり成果を得られていない 成果を得られていない



Ⅲ．エンゲージメント
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８．社員のエンゲージメントの現状

※本調査において「エンゲージメント」は「働き手にとって組織目標の達成と自らの成長の方向性が一致し、『働きがい』や『働きやすさ』
を感じる職場環境の中で、組織や仕事に貢献する意欲や姿勢を表す概念」と定義



９．エンゲージメントが高い層（複数回答/あてはまるものすべて）
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※８．で「全体的に高い状況にある」「高い層と低い層がある（まだら）」と回答した企業が対象

※「その他」の回答としては、「新規業務に従事する社員」「部長以上の役職者」「研究開発部門」などがあった
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10．（１）社員のエンゲージメントを高める施策

(a) 実施している施策
（複数回答/あてはまるものすべて）

(b) 効果

企業理念・事業目的の浸透

組織文化の変革

エンゲージメント向上を重視した
人事・人材戦略の策定

社員と経営トップ・役員との対話

目標や考課・処遇等に関する社員と上長との対話

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

雇用制度の複線化・ハイブリッド化

仕事・役割・貢献度を基軸とした
人事賃金制度への移行・拡充

場所・時間に捉われない柔軟な働き方の推進

育児、介護、病気治療と仕事の両立支援

社員の自律的な業務遂行の促進
（権限移譲や成長支援）

主体的なキャリア形成の支援

社員の自己啓発を支援する制度の導入・整備

副業・兼業の推進

健康経営の推進

業務のデジタル化の推進

社員の状況に関する情報の把握・開示
（人材育成、離職率、雇用形態間の待遇差など）

その他

(n=265)

(n=176)

(n=166)

(n=224)

(n=263)

(n=217)

(n=96)

(n=169)

(n=236)

(n=262)

(n=170)

(n=185)

(n=222)

(n=80)

(n=224)

(n=232)

(n=132)

(n=24)

20.0%

8.5%

14.5%

20.1%

16.3%

12.4%

15.6%

13.6%

32.6%

21.4%

12.4%

15.7%

12.6%

7.5%

15.2%

17.2%

8.3%

37.5%

70.9%

77.8%

71.7%

77.2%

74.1%

76.0%

70.8%

75.7%

63.6%

74.4%

75.9%

71.4%

77.0%

62.5%

70.1%

70.3%

70.5%

58.3%

9.1%

13.6%

12.7%

2.7%

8.7%

11.5%

12.5%

10.7%

3.4%

4.2%

11.8%

12.4%

10.4%

26.3%

14.7%

12.5%

21.2%

4.2%

0.0%

0.0%

1.2%

0.0%

0.8%

0.0%

1.0%

0.0%

0.4%

0.0%

0.0%

0.5%

0.0%

3.8%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

明確な効果がみられる 一定の効果がみられる
あまり効果がみられない 効果がみられない



70.8%

76.0%

45.1%

50.6%

66.1%

57.1%

88.8%

38.6%

74.7%

60.5%

62.2%

78.5%

56.7%

22.3%

13.7%

69.1%

4.7%

0%20%40%60%80%100%

n=233 25

10．（２）現場業務に従事する社員のエンゲージメントを高める施策

(a) 実施している施策
（複数回答/あてはまるものすべて）

(b) 効果

経営トップや社員同士の対話の推進

自社の経営や事業の状況等に関する情報の共有

事業戦略等への社員の意見やアイデアの反映

本人の希望による異動や公募制の実施

社員同士の勉強会やＱＣ活動の推進

業務改善・新規ビジネスのアイデアコンテストの実施

表彰・報奨の実施

社員の主体性を重視した人材育成プログラムの提供

資格取得等を支援する施策の実施

技能伝承やスキルアップのための学びの場の設置

成果や成長に応じた処遇

安全かつ効率的な就労環境の整備

健康づくりのためのプログラムの提供

残業や異動・転勤の有無を選択できる制度の整備

交代制によるテレワークの実施

業務の効率化・簡素化やデジタル技術の導入・活用

その他

(n=163)

(n=174)

(n=100)

(n=116)

(n=151)

(n=129)

(n=202)

(n=88)

(n=171)

(n=140)

(n=141)

(n=179)

(n=130)

(n=52)

(n=32)

(n=157)

(n=8)

25.8%

12.6%

10.0%

19.0%

15.2%

18.6%

17.3%

15.9%

12.9%

12.9%

14.2%

18.4%

10.0%

9.6%

18.8%

14.0%

12.5%

71.2%

77.0%

79.0%

70.7%

77.5%

75.2%

75.7%

77.3%

76.6%

82.1%

81.6%

77.7%

76.2%

84.6%

68.8%

75.8%

87.5%

3.1%

10.3%

11.0%

8.6%

7.3%

6.2%

6.9%

6.8%

9.9%

5.0%

4.3%

3.9%

13.8%

5.8%

12.5%

10.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

明確な効果がみられる 一定の効果がみられる
あまり効果がみられない 効果がみられない
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11．「社員と経営トップ・役員との対話」の具体的方法
（(a)複数回答/あてはまるものすべて (b)あてはまるもの１つ）

※10．（１）で「社員と経営トップ・役員との対話」において「明確な効果/一定の効果がみられる」と回答した企業が対象

※「その他」の回答としては、「労使懇談会」「組織責任者との１on１」などがあった
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Ⅳ．テレワーク

12．（１）現在のテレワークの活用方針

※「その他」の回答としては、「個々人の生産性や状況により判断」などがあった

テレワークを中心とした働き方を

推進していく
3.5%

部門・職種の特性等に応じて、

各社員がテレワークと出社を選択

できる働き方を推進していく
68.4%

オフィスや現場等への出社を

基本とする
17.4%

その他
5.1%

今後、方針を検討する

（未定を含む）
5.6%

n=373



12．（２）テレワークの実施上限回数

28

(a) 上限回数の状況 (b) 「上限回数を設けている」
場合の具体的回数

※（１）で「今後方針を検討する（未定を含む）」以外を選択した企業が対象

※「その他」の回答としては、「部署ごとの上限回数を設定している」「明確

な定めなし」などがあった

※(a)で「上限回数を設けている」を選択した企業が対象



13．テレワークに関連する各取組みの進展・課題（ここ３年程度）
（複数回答/３つまで）

29

※「その他」の回答としては、大きく進展した項目では「デジタルを活用したコミュニケーション」「在宅用端末の配備」など、課題として認
識している項目では「従業員間のコミュニケーション」「人材育成」「通信環境の整備」などがあった

テレワークを推進する目的の浸透

個々人の役割・目標成果・業務手順の明確化

業務に関する情報共有の徹底

ＯＪＴの補強
（１on１やメンター制度の導入等）

テレワーク特有のハラスメントに関する対策
（ガイドライン策定・研修の実施等）

過重労働対策
（勤務管理システムの整備、時間外労働時間の見える化等）

運動不足対策
（運動に関する費用補助、ストレッチ動画の配信等）

メンタルヘルス対策
（パルスサーベイの導入、相談窓口の整備等）

業務の電子化
（紙資料の電子化・電子契約システムの整備等）

サテライトオフィスの整備

オフィスの縮小

ワーケーション制度の導入・拡充

居住地制限の撤廃

テレワークに関する手当の新設・拡充

その他



14．現場業務のリモート化の進展状況（ここ３年程度）

30

※「明確に/一定の進捗がみられる」具体的業務については「製造現場での遠隔監視、数値データの自動記録・分析」「建設現場における計測
と帳票作成の自動化」など、「あまり進捗がみられない/進捗がみられない」具体的業務については「倉庫作業」「店舗における販売業務」
などがあった



65歳までの

定年引上げ

18.4%

定年廃止

0.5%

65歳までの継続雇用

制度の導入

81.1%

n=370

導入予定

あり

19.9%

導入予定なし

80.1%

n=146

31

Ⅴ．高齢者雇用

15．「65歳までの雇用確保措置」の取組み状況

(a) 実施している措置 (b) 「65歳までの継続雇用制度」を
導入している企業における「定年
引上げ・廃止」の導入予定有無



16．「70歳までの高齢者就業確保措置」の対応状況

32



70歳までの定年引上げ

定年廃止

70歳までの継続雇用制度の導入
（自社・グループ）

70歳までの継続雇用制度の導入
（他社）

業務委託契約を締結する制度

事業主自らが実施する社会貢献事業に
従事できる制度

事業主が委託、出資等する団体が実施する
社会貢献事業に従事できる制度

4.0%

3.4%

90.3%

9.1%

19.4%

1.7%

1.7%

0%20%40%60%80%100%

n=175

17．「70歳までの高齢者就業確保措置」に関する対応措置

33

※16．で「対応済である（決定済を含む）」「対応を検討中である」と回答した企業が対象

(a) 措置内容
（複数回答/あてはまるものすべて）

(b) 対象者基準の有無

(n=3)

(n=3)

(n=158)

(n=16)

(n=34)

85.7%

81.8%

62.5%

0.0%

0.0%

14.3%

18.2%

37.5%

100.0%

100.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あり なし



18．高齢社員の職務内容

34

※「その他」の回答としては、「本人による選択が可能」「個々人の能力等により判断」「転籍・出向等」などがあった

26.9%

26.4%

54.6%

46.3%

11.4%

19.5%

0.5%

0.0%

6.5%

7.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

60歳～64歳

(n=368)

65歳以降

(n=246)

以前と同じ職務（役割や範囲も変わらず） 以前と同じ職務において、役割や職務範囲等を変更

以前の職務と関連する職務 以前と全く異なる職務

その他



19．高齢社員におけるモチベーションの課題

35

22.5%

10.2%

56.1%

39.6%

19.2%

43.3%

2.2%

6.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

60歳～64歳

(n=369)

65歳以降

(n=245)

大いに感じている やや感じている

あまり感じていない まったく感じていない



20．（１）高齢社員のモチベーションを維持・向上させるための施策
（(a) 複数回答/３つまで (b) あてはまるもの１つ）

36
※「その他」の回答としては、実施している施策では「外部就労支援」「兼業の許可」など、最も効果が高い施策では「定年の引上げ」
などがあった

60歳～64歳 65歳以降
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(c) 実施を検討している施策（複数回答/３つまで）

※「その他」の回答としては、「社内外でのジョブマッチング」「希望者に対するフリーランス契約」「定年の引上げ」などがあった

45.7%

9.0%

25.0%

12.2%

19.1%

26.1%

27.7%

28.7%

6.4%

31.5%

12.6%

21.6%

11.7%

21.6%

26.1%

31.5%

20.7%

7.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

基本給水準の引上げ

賞与・一時金の支給

賞与・一時金の増額

賃金以外の処遇改善

人事評価の実施

勤務時間・日数など

柔軟な勤務制度の適用

従事する職務の見直し

能力開発支援、教育訓練の充実

その他
60歳～64歳

(n=188)

65歳以降

(n=111)



20．（２）高齢社員の評価結果の活用方法（複数回答/あてはまるものすべて）

38

※（１）で「人事評価の実施」において「既に実施している施策」と回答した企業が対象
※「その他」の回答としては、「退職金のへの反映」「昇格・降格」などがあった



20．（３）高齢社員への能力開発支援や教育訓練等の内容
（複数回答/あてはまるものすべて）

39

※（１）で「能力開発支援、教育訓練の充実」において「既に実施している施策」と回答した企業が対象
※「その他」の回答としては、「シニア職員専用サイトの活用」などがあった
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Ⅵ．正社員登用

21．有期雇用社員やパートタイム社員（以下、有期雇用等社員）の雇用状況



22．有期雇用等社員に対する正社員登用制度や独自の無期転換制度
（複数回答/あてはまるものすべて）

41

※21．で「現在雇用している」「現在雇用していないが、過去雇用していた（今後雇用する予定含む）」と回答した企業が対象
※各制度における昇格・昇給機会の有無としては、「職務内容や勤務地を限定した正社員への登用制度がある」企業の99.0％、「５年以下
でも無期転換できる制度がある（上記除く）」企業の98.2％、「法定の無期転換制度のみがある」企業の68.8％が「機会あり」と回答した



23．有期雇用等社員から正社員・職務や勤務地を限定した正社員への登用実績
（複数回答/あてはまるものすべて）

42

※22．で「正社員への登用制度がある」「職務内容や勤務地を限定した正社員への登用制度がある」と回答した企業が対象
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Ⅶ．リカレント・リスキリング教育

24．リカレント・リスキリング教育（以下、リカレント教育等）の実施状況

※本調査において「リカレント・リスキリング教育」は以下と定義
①社員が自身のキャリアアップやキャリアチェンジのためにスキルや専門性を高めるべく、大学等の外部機関で学ぶもの
②企業が人材成長戦略や競争力強化の一環として、社員を大学等の外部組織に派遣し、スキルや専門性の向上を目指すもの
③社員がスキルや専門性の向上を目指し、自社及び自社グループで提供されるプログラム等を受講するもの

実施している

65.1%
実施を検討中

16.9%

現在は実施しておらず、

今後も実施する意向はない

18.0%

n=372



25．（１）外部組織が提供する汎用的プログラムの利用状況
（複数回答/あてはまるものすべて）
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※24．で「実施している」「実施を検討中」と回答した企業が対象
※「その他」の回答としては、「自治体の提供するプログラム」「ＮＰＯ法人が提供するプログラム」「公益社団法人が提供するプログラム」
などがあった

51.1%

82.8%

10.3%

11.6%

13.7%

37.0%

69.7%

17.6%

23.5%

14.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大学等が汎用的に提供するプログラム

人材育成サービス企業が汎用的に提供する

プログラム

公的職業訓練機関が汎用的に提供する

プログラム

地方経済団体が大学や人材育成サービス

企業等とで企画・運営するプログラム

その他 利用している (n=233)

今後利用する予定 (n=119)



25．（２）外部組織と共同した独自プログラムの開発
（複数回答/あてはまるものすべて）
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※24．で「実施している」「実施を検討中」と回答した企業が対象
※「その他」の回答としては、「自治体」「グループ会社」などがあった



26．（１）リカレント教育等の推進に向けた支援制度の実施状況
（複数回答/あてはまるものすべて）

46
※24．で「実施している」「実施を検討中」と回答した企業が対象

(a) 勤務扱いによる受講 (b) 勤務外での社員による
自発的な受講促進



26．（２）「時間面での支援」の具体的内容
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※（１）の「時間面での支援」において「実施済」「実施予定」と回答した企業が対象
※「その他」の回答としては、「研修時間を考慮したシフトの調整」「フレックスタイム制の導入」などがあった

(a) 勤務扱いによる受講



26．（２）「時間面での支援」の具体的内容
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※（１）の「時間面での支援」において「実施済」「実施予定」と回答した企業が対象
※「その他」の回答としては、「未消化有給休暇の繰り越しを可能とする制度」「休職制度」などがあった

(b) 勤務外での社員による自発的な受講促進

9.0%

28.6%

15.2%

43.8%

45.0%

1.8%

5.9%

2.7%

8.6%

5.0%

89.2%

65.5%

82.1%

47.7%

50.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

時間外労働の免除(n=111)

業務量の調整(n=119)

短時間勤務制度(n=112)

休暇制度(n=128)

（留学制度・サバティカル休暇制度を含む）

その他(n=20)

導入済 導入予定 現時点で導入予定なし



26．（３）「休暇制度」の具体的内容

49

※（２）の「(b) 勤務外での社員による自発的な受講促進」において「休暇制度」を「導入」「導入予定」と回答した企業が対象
※「具体的な最低勤続年数」は、「休暇制度が適用される社員の勤続年数」で「一定期間の勤続年数を超えた者に限定」と回答した企業が対象



27．リカレント教育等を大学と連携・協働する際の課題、行政への期待
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(a) 課題
（複数回答/３つまで）

(b) 行政への期待
（複数回答/２つまで）

※24．で「実施している」「現在は実施していないが、実施を検討中」と回答した企業が対象
※「その他」の回答としては、課題では「目指す教育体系の議論が不足」「効果の低さ」、行政への期待では「税制面での優遇措置」
「助成金の申請手続きの簡素化」などがあった



91.1%

34.0%

14.8%

52.8%

27.5%

2.4%

3.2%

0%20%40%60%80%100%

n=371

新卒一括採用

通年採用

ジョブ型採用

職種別・コース別採用

リファラル採用

その他

新卒採用を行っていない

51

Ⅷ．採用方法の多様化

28．（１）新卒採用における採用方法と今後の方向性

(a) 導入している採用方法
（複数回答/あてはまるものすべて）

(b) 今後の方向性

(n=258)

(n=92)

(n=35)

(n=155)

(n=67)

(n=6)

※「その他」の回答としては、「ダイレクトリクルーティング」「初期配属確約採用制度」などがあった
※「(b)今後の方向性」における「廃止する」の回答はすべての項目で0.0％であった



28．（２）経験者採用における採用方法と今後の方向性

52

(a) 導入している採用方法
（複数回答/あてはまるものすべて）

(b) 今後の方向性

※「その他」の回答としては、「ダイレクトリクルーティング」「個別処遇の嘱託採用」「第二新卒採用」などがあった
※「(b)今後の方向性」における「廃止する」の回答はすべての項目で0.0％であった

43.8%

67.2%

64.5%

62.5%

6.9%

0.6%

0%20%40%60%80%

n=363

ジョブ型採用

職種別・コース別採用

カムバック採用

リファラル採用

その他

経験者採用を行っていない

(n=118)

(n=196)

(n=180)

(n=172)

(n=16)



29．新卒採用における学修履歴（成績証明書等）の扱い

53
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